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要旨 N短期大学部の実践的活動（１・２年協同の地域課題型活動）におけるキャリア・職業教育の学修成果について、教
育課程を通した学修成果の枠組み（コンピテンシー）を通して把握する試みを行った。キャリア・職業教育の能力要素の枠
組みとして取り上げた社会人基礎力からは、主に主体性と規律性の活動成果が高く、また学年別に異なる能力要素への学修
効果が高いことが分かった。一方、コンピテンシーからは、主に（態度・志向性）と（行動・経験・創造的思考力）の汎用
的・専門的能力要素の活動成果が高く、また２年生は（知識・理解）と（技能・表現）の専門的能力要素に、１年生はその
汎用的・専門的能力要素に学修効果が高いことが分かった。

キーワード キャリア・職業教育、社会人基礎力、コンピテンシー、学修成果

１．はじめに
こんにち大学教育への喫緊の改革課題となっている教育
の質保証・質的転換においては、教育課程の学修成果の把
握（可視化）が求められ、真正の評価に向けた主体的・能
動的学習や、「学位証書補足資料」（ディプロマ・サプリメ
ント）の導入に向けた取組が進められている。高等教育の
キャリア・職業教育においては、機能別分化を踏まえ、「地
域の人材は地域で養成する」観点から地域ステークホル
ダーと連携した実践的な教育の展開が教育課程内外に求め
られている（文部科学省２０１１）。
文部科学省（２０１５a，２０１５b，２０１６b）のキャリア教育の
実施状況調査（表１）からは、およそ私立大学・短期大学

の９０％以上が、教育課程内外で各種キャリア教育を実施
しており、短期大学の実施状況は大学と比べ若干先行して
いる。しかしながらこの内訳では、総じて教育課程を通じ
た学修到達度の把握・評価、男女共同参画に係る教育、ス
テークホルダー等との教育連携は遅れている点が指摘され
る。また短期大学は、大学【学部段階】と比較して実施率
が低い結果を示している。短期大学の実施状況が全体的に
低いことは、大学【学部段階】・短期大学間の比較による
差もあるが、おそらくは修学期間が短い点や、各種専門資
格の養成（各専門の職業教育）によって、時間的な余裕が
少ないことなどが考えられる。一方で、短期大学に限った
ことではないが、実際授業のなかでキャリア教育がなされ
ていても、組織全体的な把握がなされていない、あるいは
実際に短期大学は女子学生を多く受入れ、且つキャリア・
職業教育に力を入れていることから、キャリア・職業教育
の能力育成が無意図的（あるいは暗黙的）に実施されてい
るか、意図的な潜在的カリキュラム（Hidden Curriculum)
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としての認識や理解がなされていないことが考えられる
（氏原２０１３，佐藤２０１３）。社会が大学教育に求める学修
成果の把握は、とりわけ態度・志向性や行動・経験・創造
的思考力に対して、顕在的カリキュラムあるいは意図的な
潜在的カリキュラムへと認識を深めていくことを求めてい
ると言える。このことに関連して、この調査のなかで文部
科学省は、‘三つの方針に基づいた大学教育の質の向上の
ための各種取組’並びに‘教職員の資質向上’を今後の課
題として指摘している通りである。修学期間を通した学修
成果の査定は、重視されているところであるが、課程を通
じた学修成果の把握状況（図１）では、未だ４割程度となっ
ており、他の実施状況と比べて遅れている。また、大学・
短期大学共に学修成果の調査事項!～"の実施率は一様で
なく、また大学は!～#、短期大学は$～"の能力要素を
特徴として重視していることがうかがい知れる。以上の状
況調査の結果からは、総じて短期大学のキャリア・職業教

育は、大学【学部段階】と比較して一見遅れていることも
考えられるが、専門職業教育の重視や、教育現場の実態を
俯瞰すれば、キャリア・職業教育に関する学修は大学同様
に実施されているものと察する。安部と小嶋（２０１１）は、
全国４６短期大学の学生調査のなかで、［専門的知識や技術
を身に付ける授業］と［実践（職業）で役立つ実学性重視
の授業］がキャリア・職業教育の効果が上がる可能性があ
ることを述べている。またキャリア・職業教育を意
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や学生支援の機能について詳し
い調査の必要性を指摘している。短期大学教育においては、
キャリア・職業教育を把握する学修成果の枠組みに対して、
各校での分析による把握が単に行われていないことが考え
られる。
N短期大学部は、機関及び教育課程の学修到達目標をコ
ンピテンシー概念に基づいて定め（仮に「大学教育版コン
ピテンシー」と称する枠組みを策定）１）、全学教育の質保証

表１ キャリア教育の実施状況
調査年度 私立大学 私立短期大学

平成２６年度 平成２５年度 平成２５年度
学校基本調査大学数／短期大学調査数 ６０３ ６０１ ３２５ ３２５
!教育課程内でのキャリア教育の実施状況
&教育課程外でのキャリア教育の実施状況 ! & ! & ! &

!・&いずれかを実施している私立大学
数【学部段階】／私立短期大学数

５５５
（９２％）

５４２
（９０％）

５５４
（９２％）

５３６
（８９％）

３１８
（９８％）

３０１
（９３％）

勤労観・職業観の育成を目的とした授業
科目あるいは特別講義等の開設 ８８％ ６２％ ８８％ ６２％ ８３％ ４９％

今後の将来の設計を目的とした授業科目
あるいは別講義等の開設 ８０％ ５１％ ７９％ ５１％ ６５％ ３２％

コミュニケーション能力、課題発見・解決能力、論理
的思考力等の能力の育成を目的とした授業科目の開設 ７５％ ８３％ ７０％

社会や経済の仕組み、消費生活の安定・向上に関する知識の
獲得・修得を目的とした授業科目あるいは別講義等の開設 ５７％ ２２％ ５２％ ２０％ ３７％

労働者としての権利・義務等、労働法制上の知識の獲得・
修得を目的とした授業科目あるいは特別講義等の開設 ４０％ ２９％ ３９％ ２９％

インターンシップを取り入れた授業科目
あるいは特別講義等の開設 ７７％ ４１％ ７８％ ４２％ ５１％ ２０％

資格取得・就職対策等を目的とした授業
科目あるいは特別講義等の開設 ８３％ ８６％ ７８％ ８１％ ７２％ ７２％

企業関係者、OB、OG等の講演等の実施 ７５％ ８１％ ７３％ ８５％ ６５％ ７４％
教育課程を通じ、キャリアに関して身につけ
るべき知識や能力の明確化と到達度の評価 ４８％ ３９％ ３２％

ポートフォリオや学修記録等の活用による、
キャリアに関する情報集約や目標設定等の実施 ３０％ ３１％ ２１％

学生のキャリア形成を支援するための助
言者の配置や相談体制の整備 ８２％ ８０％ ７１％

キャリアデザインの意識づけ等を目的と
した、大学入学前後のガイダンス ４３％ ４３％ ３６％

女性の多様なキャリアを意識したもの等、男
女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育 ２６％ ２１％ １５％

卒業生の女性による講演会等、男女共同
参画の視点を踏まえた特別講義等の開設 ２０％ ２０％ １５％

大学と企業等とで連携して実施する、企業の
課題解決や製品開発等を題材とした授業科目
あるいは特別講義等の開設（PBLの実施）

２７％ １５％ １０％ ７％

社会人等に対するリカレント教育を目的と
した授業科目あるいは特別講義等の開設 ８％ ２３％ ７％ １９％ ５％ ２４％

その他 １％ １％
文部科学省高等教育局大学振興課「平成２５年度における短期大学教育の改善
等の状況に関する調査について」（平成２７年１２月）、同課「平成２５／２６年度の大
学における教育内容等の改革状況について」（平成２７年９月／平成２８年１２月）を
もとに編集した。塗りつぶした箇所は、質問対象外項目を示す。

学修成果の把握状況

学校基本調査大学数／短期大学調査数 私立大学 私立短期大学
６０１ ３２５

課程を通じた学生の学修成果の把握を行っている
私立大学数【学部段階】／私立短期大学数

２４６
（４１％）

１３６
（４２％）

学修成果として調査・測定等を行っている事項
!知識・理解
（例：文化、社会、自然に関する知識の理解） ５９％ ４９％

&汎用的能力
（例：コミュニケーションスキル、数量的スキル、
問題解決能力）

５８％ ４６％

'獲得した知識等を活用し、新たな課題に適用し
課題を解決する能力 ３８％ ２４％

#態度・志向性
（例：自己管理能力、チームワーク） ４４％ ３５％

$専門的な知識 ５６％ ６３％
(専門的な技術や技能 ３８％ ４６％
"専門職業人としての倫理観 １５％ ２２％
その他 ６％
文部科学省高等教育局大学振興課「平成２５年度における短期大学教育の改善等
の状況に関する調査について」（平成２７年１２月）、同課「平成２６年度の大学におけ
る教育内容等の改革状況について」（平成２８年１２月）をもとに編集した。

図１ 学修成果の把握状況
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と質的転換を図っている。教育課程の学修到達目標は、N
短期大学部の教育方針に基づいて教育課程内外の学修活動
を通して、獲得すべき学修成果の目標を定めるものであり、
各専門資格に係る職業教育はもとより、キャリア教育並び
にキャリア発達に求められる諸能力の要素が、汎用的能力
要素（全学共通）と専門的能力要素（学科別）に少なから
ず含められている。学修到達目標は、ステークホルダーか
ら求められる能力等について、高等教育研究調査や意見を
参酌するなどし、毎年見直し改善が図られている。学生の
学修成果の獲得においては、個々の学生の状況に留意して、
将来の社会人・職業人として必要な能力の育成を目指し、
組織的に取り組んでいる。
今日、社会から能力育成の要請が様々に示されるなか、
キャリア・職業教育の成果を把握する枠組みも、エンプロ
イアビリティ（日本経済団体連合会）、就職基礎能力（厚
生労働省）、社会人基礎力（経済産業省）、そして「社会的・
職業的自立、社会・職業への円滑な移行に必要な力」（文
部科学省）と様々に示されるなか、N短期大学部の教育課
程を通じた学修成果の枠組み（大学教育版コンピテン
シー）は、キャリア・職業教育の成果を把握する能力要素
が含まれるものの、その枠組みでは把握されてこなかった。
このため、キャリア・職業教育の成果については、大学教
育版コンピテンシーの側面として把握が求められる。
N短期大学部では、実習科目以外に学科独自に実践的活
動を取り入れ、キャリア・職業教育の充実を図ってきてい
る。表２に示すように、教育課程内外の活動において、各
種のキャリア・職業教育に係る実践的プログラムが導入さ
れている。これらの教育プログラムは、少なくとも短期大
学コンソーシアム九州加盟校の情報交換によると、他の短
期大学においてもそれぞれの特色を活かした同様の活動が
実施されているところである。本論では、N短期大学部食
物栄養学科の「共に学ぶあすなろう（キャリア）!・"」
及び「卒業研究」で実施された「旬菜カフェ」及び「産後
ママサポートクッキング」の（いずれも地域連携による課
題対応型学習）２つの活動を取り上げ、キャリア・職業教
育に係る学修成果について分析を行い、その成果を把握す
る枠組みについて一考する。
この２つの活動は、「共に学ぶあすなろう（キャリア）
!・"」及び「卒業研究」の、１・２年の協同活動として
実施されたものである。２年生の「卒業研究」課題として

表２ 平成２８年度職業・キャリア教育に係る主な教育活動
種別 科目名 学年 学期 必修／

選択 活動・内容等

あすなろう １ 前期 必修

“あすなろう”科目群は、建学の精神・教育理念
を具体化した授業科目として設定されている。
●学習内容に応じて全体・学科・小グループの形
態で実施。小グループ毎に教員が配置。（初年
次教育、学長講話、研究室訪問、グループワー
ク・ディスカッション、プレゼンテーション・
レポート作成）

共
通
科
目

共に学ぶ
あすなろう

（キャリア）!
１ 通年 必修

学習内容に応じて、各学年または学年合同で実施
されている。卒業研究その他の科目と連動して実
施する活動もある。
（共通）
●基礎学力アップ講座（国語・算数の一般教養・
常識）

●キャリア講座（各学科専門職外部講師講話とレ
ポート、エントリーシート添削他）

●修学ポートフォリオ、キャリアポートフォリオ
による振返り学習

●短大コンソーシアム九州の活動「短大フェス」
「卒業生ブックレット制作」の活動

（食物栄養学科）
●食品工場見学＆食品加工体験
●「チャレンジショップ」学内店舗でのスイーツ
ショップの開店営業。

●「食農体験」地域連携協定に基づく野菜の苗つ
け・収穫の実地体験を通した‘食’の総合理解。

●「食育フェスタ」（学園祭での食育推進活動）
●「おせち・クリスマス大会」公開品評会、販売
用デコレーションケーキの作成

（生活福祉学科）
●「遊友広場」地域障がい者施設とのレクリエー
ション交流活動

（幼児保育学科）
●登録試験対策講座
●「合宿研修」コミュニケーション力・協調性等
の育成プログラム

●「子ども研究ネットワーク大会」併設大学との
合同事業（任意参加）

●「キッズ広場」（学園祭での子育て支援活動）

共に学ぶ
あすなろう

（キャリア）"
２ 通年 必修

あすなろう
体験 １ 通年 選択

●職業・キャリア教育、インターンシップ（専門
分野に関わらない地元企業での短期インターン
シップ）リストまたは自ら調べ希望する受入れ
先からインターンシップの実施、事前事後指導
の実施。

ボランティア
活動

１
２ ２年間 選択 ●あすなろうセンターが集約する地域ボランティ

ア募集の任意選択、事前事後指導の実施。

国際文化事情! １ 後期 選択 短期海外派遣・受入れ研修プログラム（グローバ
ルマインドの育成）
受入れの交流プログラムへの参加
派遣の研修プログラムへの参加国際文化事情" ２ 前期 選択

専
門
科
目

卒業研究 ２ 通年 必修

（食物栄養学科）
●「旬菜カフェ」地域連携協定に基づく空家を利
用した店舗の定期的な開店営業。

●「親子クッキング」地域貢献活動として地域住
民親子のクッキング体験活動。

●「産後ママサポートクッキング」地域連携協定
に基づく子育て支援（離乳食指導）活動

（生活福祉学科）
●「介護予防実態調査」地域連携協定に基づく地
域貢献活動

●「ハンドマッサージ実践活動」地域連携協定に
基づく地域貢献活動

（幼児保育学科）
●「公園マップの作成」地域連携協定に基づく子
育て支援（実地調査）活動

●「表現フェスタ」と「遊びの広場」実技成果発
表会と会場での子育て支援活動

その他・
科目外活動 ２

通年
／
半期

必修
・
選択

（食物栄養学科）
●栄養士実力認定試験対策講座（科目外必修）
●管理栄養士国家試験対策講座（卒業生・在職者
向け講座）

（生活福祉学科）
●介護福祉士国家試験対策講座（「特別講座」必修）
●（介護福祉士）卒後講座（卒業生向け講座）
●「介護チャレンジ教室」（在学生・在職者のス
キルアップ教室）

●「高齢者サロン」２つの地域連携協定に基づく
介護福祉貢献活動（「介護総合演習#」必修）

●「生きがいづくり教室」レクリエーション活動
の企画・実施（「レクリエーション活動援助法」）

（幼児保育学科）
●発達支援士プログラム（大学コンソーシアム佐
賀）での地域施設との連携活動、キャンプ、ク
リスマス会の活動（「発達（基礎・実習）」選択）

●「わくわくフェスタ」地域連携事業の子育て支
援活動（「保育・教職実践演習（幼）」）

●「親子いきいき広場」地域子育て支援活動（「保
育カウンセリング」「子どもの遊び」）

短期大学コンソーシアム九州「平成２４年度採択大学間連携共同教育推進事業」
評価委員会（平成２８年１２月１８日）に提出された報告資料に基づいて作成。

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．７
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は、「食」に係る学習の主な観点（栄養・食材・加工・調
理・提供・歴史・社会経済）のうち、主に調理・提供を実
践的活動（課題解決型学習）から学習するものとしている。
活動では、地域課題（社会的意義）に対する理解をはじめ、
学生主体で企画から運営を行い、地元食材を使用したメ
ニューコンセプト（レシピ考案含む）、栄養計算、原価計
算・発注、活動の収支計算、広報媒体作成、試作を含めた
調理、衛生管理、食器等の選定、店舗装飾、接客対応、嗜
好調査等、「食」に係る総合的な知識を求めることで、職
業一般と（栄養士を主とする）専門職業横断的な実務能力
を育成することをねらいとしている。１年生には、２年生
がリードする活動への参加を通して次年度の活動継続への
理解、活動に求められる諸能力、履修を予定する「卒業研
究」での課題研究内容等、それぞれの知識を深めるものと
している。２）

２．キャリア・職業教育に係る学修成果の把握について
２．１ 社会人基礎力による把握について
本研究では、キャリア・職業教育に係る学修成果の把握
として、比較的広く活用されている社会人基礎力（経済産
業省２００６）３）の枠組み概念を取り上げ、学生による自己評
価から学修成果の分析を行った（経済産業省と河合塾
２０１０a）。社会人基礎力の評価（質問事項）は、富士通エフ・
オー・エム株式会社（２０１０）が提示する事後チェックを
参考に作成し（表３）、各能力要素の事後チェックシート
を作成した。質問事項 Aでは、‘この活動において～でき
た評価（A）’（実際活動での学修成果）と、同質問 Bでの
‘この先（活動の反省を活かして）～できる評価（B）’（活
動の教育プログラムとしての学修成果）の、Yes・No回答
質問とした。（分析結果を単純化するため、成果のレベル
評価は設けなかった。）A・B間の評価結果においては、
同質問の回答で A（No回答）から B（Yes回答）へ転じ
る場合（B－A）は、内省による改善が図られたものと考
え、活動による（正の）学修効果の指標として取り上げた。
一方、A（Yes回答）から B（No回答）へ転じる場合は、
活動によって自信が持てなくなった（無力感あるいは実践
が難しいことを認識した）ものと考えられ、負の学修効果
として活動プログラムや個別指導等の改善が求められるも
のと考えた。
２年生１８名と１年生２０名（活動に参加した学生３グルー

表３ 社会人基礎力に関する質問事項
能力 要素 番号 質問事項（A）※

前
に
踏
み
出
す
力

主体性

１ この活動では、自分から率先して物事に取り組むことができた。
２ この活動では、明るい笑顔で、挨拶をすることができた。
３ この活動では、プラス思考で物事を考えることができた。
４ この活動では、与えられた仕事を投げ出さず、最後までやり遂げることができた。
５ この活動では、目標を立て、その達成に向けて突き進むことができた。

働きかけ力

１ この活動では、周囲に配慮しながら、積極的な行動ができた。
２ この活動では、お互いを尊重し、意思疎通ができた。
３ この活動では、素直な気持ちで、相手に感謝の意を表することができた。
４ この活動では、情報共有ができるネットワークをもつことができた。
５ この活動では、協力意識を常に持ち、行動することができた。

実行力

１ この活動では、失敗を恐れることなく、何事にも前向きにチャレンジすることができた。
２ この活動では、自分の成長につながる小さな成果でも、喜びを感じることができた。

３ この活動では、相手との意見が合わない場合でも、自分の意思を
持ちながら歩みより、解決へ向かうように進めることができた。

４ この活動では、困難な場面に遭遇しても、決して諦めずに逃げ出さなかった。
５ この活動では、目標の達成に向け、粘り強く取り組み続けることができた。

考
え
抜
く
力

課題発見力

１ この活動では、作業の中で簡略化できることや省略できることが
ないか、考えながら仕事を進めることができた。

２ この活動では、一連の作業の中で何が障害になっているかを発見することができた。
３ この活動では、関係書物を読み、必要な記事を収集することができた。
４ この活動では、インターネットを使って効率的な情報収集をすることができた。

５ この活動を完了し、次の活動に活かすために必要な資料、反省点
や問題点をまとめておくことができた。

計画力

１ この活動では、作業に取りかかる前に、やるべきことを洗い出すことができた。
２ この活動では、To Doリストを作成し、担当業務の進捗状況が管理できた。
３ この活動では、優先順位を考えて、業務に取り組むことができた。
４ この活動では、状況に応じて適切なホウ・レン・ソウができた。
５ この活動では、PDCAサイクルに沿って、行動することができた。

創造力

１ この活動では、問題発生を前向きに考え、活動の改善事項とすることができた。
２ この活動では、現状に満足せず、常により良くするための工夫をすることができた。

３ この活動では、自ら思いついたアイデアを周囲の人に説明し、他
人からもらった意見に傾聴できた。

４ この活動で、新しい解決策を考えたとき、まず既存の解決策を組
み合わせて考えることができた。

５ この活動では、関係する知識習得の機会があったときは積極的に参加できた。

チ
ー
ム
で
働
く
力

発信力

１ この活動では、話すポイントを整理し、相手にわかりやすく自分
の考えや意見を伝えることができた。

２ この活動について話をする時は、結論や結果から話すことができる。
３ この活動では、正しい言葉遣いで話すことができた。
４ この活動では、相手のことを考え、かつ相手に配慮した話し方をすることができた。

５ この活動では、相手が話の内容を理解できているかを確認しなが
ら話を進めることができた。

傾聴力

１ この活動では、相手の話に興味を持ち、共感しながら聴くことができた。

２ この活動では、相手の話す内容の中で不明な点があったとき、質
問するなどし、明確にすることができた。

３ この活動では、相手の話に反応しながら、積極的に聴くことができた。
４ この活動で、仕事の指示を受けた時は、必ずメモをした。

５ この活動で、相手に不安を抱かせないため、相手の話したことを
復唱し、理解したことを伝えることができた。

柔軟性

１ この活動では、物事を別の側面から見ることができた。

２ この活動では、自分の感情や行動を周りの情況にあわせてコント
ロールすることができた。

３ この活動では、相手の意見を取り入れる時は、鵜呑みにせず、自
分で考えてから行動できた。

４ この活動では、意見が対立した時は、相手の立場に立って意見を
理解してから話し合いをすることができた。

情況把握力

１ この活動では、周りの人から何を期待されているか、知ろうとした。
２ この活動では、活動グループの方針に従い、それを踏まえた行動をとることができた。
３ この活動では、チームの強み・弱みを分析することができる。
４ この活動では、自分の周囲の人の得意とすることを知ろうとした。

５ この活動では、周囲の人が忙しい時、自分に手伝えることがない
か声かけをすることができた。

規律性

１ この活動では、決められたルールに則した行動ができた。
２ この活動では、ルールやマナーの必要性が理解できた。
３ この活動では、同じ失敗を繰り返さないよう努力した。

４ この活動では、ルールを守らないことで、周囲にどのような影響
を及ぼすのか理解できた。

５ この活動では、活動グループの一員であることを認識し、活動の
代表としての心構えを持って行動できた。

ストレス
コントロール力

１ この活動では、ストレスは前向きに考えることができた。
２ この活動では、ストレスの原因を追究し対処策を検討することができた。
３ この活動では、ストレスが溜まったと感じた時、それをうまく発散することができた。

４ この活動では、活動での悩みを相談し、打ち明けられる家族や友
人に感謝することができた。

５ この活動期間中は、プライベートも充実させる生活を送ることができた。
富士通エフ・オー・エム株式会社『社会人基礎力 社会で働くための基礎を
学ぶ』FOM出版（２０１０）を参考に作成した。※この活動に対する質問事項 Aに
加え、「この先（卒業後含める）～できる。」とした同質問事項（B）を並記し、
振返り学習の際に自己評価（Yes／No回答）を行った。
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プを対象に社会人基礎力を調査した。このうち、２グルー
プは「旬菜カフェ」、１グループは「産後ママサポートクッ
キング」の活動に参加）を対象に、事後指導時に‘学習の
ための評価’として調査を行った。事後指導では、この調
査と合わせ、活動に係るアサインメントを得るために、‘振
返りシート’２）（７つのプロンプト）を設け、内省による学
びへの理解を深めさせた。この調査の単純集計結果を図２
に示す。総じて、１２要素の平均評価（A）は７４％、（B）は
８９％であり、この活動によって社会人基礎力への学修効
果（B－A）は１５％であった。（事象の起こりやすさの尺度
として、（A）に対する（B）のオッズ比は２．８、A（No回
答）に対する（B－A）は０．５であった。）能力要素別には、
主体性と規律性が比較的高く示され、また A・B間の差は
殆どなかったことから、活動においてこの２つの要素が直
接的に必要な能力とする認識は高く、実践的場面での態
度・志向性、行動面での成果を得たものと考える。一方で
は、A・B間の差が殆ど示されない要素は活動での学修効

果は少ないことも考えられた。活動においては、これまで
の学修期間や活動への係わり方が異なることから、学年別
の分析を行った。この結果を図３に示す。棒グラフは、A・
B回答の組み合わせ比率を示している。この結果が示すよ
うに、総じて前に踏み出す力の３要素や規律性に比較的高
い学修成果を得ていることが分かった。学年による能力要
素に対する評価傾向には大きな差はなかったが、２年生は
A（Yes回答）から B（No回答）に転じるケースが示され、
１年生は A（No回答）から B（Yes回答）に転じるケー
ス（B－A）が比較的多かった。このことは、学年による
学修（修学）レベルや活動での役割担当等の違いから、学
生の諸活動に対する志向性や取組み（行動）において評価
に対する具体的内容や程度が異なっているものと考えられ
た。このことは、事後指導での‘振返りシート’の記述内
容から判断された。学年別の（B－A）値は、図４に示す
通り、本活動の社会人基礎力に対する学修効果は、能力要

図３ 社会人基礎力の自己評価

図２ 社会人基礎力に対する自己評価

図４ 社会人基礎力に対する学修効果

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．７
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素で異なっており、活動から直接得ることが難しかった成
果を引き上げる効果があることが分かった。２年生におい
ては、主に傾聴力・ストレスコントロール力、柔軟性、そ
して計画力の順に学修効果が高く、一方１年生においては、
状況把握力、計画力・創造力・傾聴力、課題発見力・柔軟
性、そして働きかけ力の順に学修効果が高いことが分かっ
た。

２．２ 大学教育版コンピテンシーによる把握について
社会人基礎力の調査から、本活動のキャリア・職業教育
に係る学修成果の把握ができた。しかしながら、各能力要
素中の質問事項への回答結果が一様でないことは、各能力
要素に下位次元の能力要素が複数含まれていることを示唆
しており、また教育課程（大学教育版コンピテンシー）に
おける学修成果との関係については明らかでない。そこで、
社会人基礎力の１２要素の質問事項が、教育課程のどの能
力要素（学修到達目標）に内包されるかを整理し、大学教
育版コンピテンシーによるキャリア・職業教育に係る学修
成果の把握について試みた。
大学教育版コンピテンシーは、汎用的能力と専門的能力
に分け、それぞれに（態度・志向性）、（知識・理解）、（技
能・表現）、そして（行動・経験・創造的思考力）の４要
素を置く全８要素に類別し、これに対応する学修到達目標
とそのルーブリックが策定されている（平田ほか
２０１５，２０１６）。能力要素の枠組み及び内容は、先の報告の
とおり、各能力要素の学修到達目標は、主に佐藤（２０１１）
の調査報告書にまとめられている能力指標を参考に、３項

目にまとめられている（平田ほか２０１５a，２０１５b）。また、
汎用的能力要素には VALUE Rubric（AAC&U２００９）を、
専門的能力の学修到達目標並びにルーブリックには、食物
栄養学科においては全国栄養士養成施設協会の「栄養士養
成課程コアカリキュラム」４）に基づいてまとめられている。
各科目では、教育課程を通した学修成果を得るために、一
般教育科目・専門教育科目の区別なく、評価内容に応じて
８要素への学修比率が充てられるようになっている。社会
人基礎力の質問事項が、汎用的能力と専門的能力の双方に
対して、それぞれどの要素に内包されるかについて、主に
経済産業省が提示する資料３）を参考に関係付けを行った。
学修到達目標は、質問事項が直接表現されていないことか
ら、主な学修到達目標に内包される質問事項（内容）とし
て関係付けを行った。その結果を図５に示す。このコンピ
テンシーが社会人基礎力の能力要素（質問事項）をほぼ網
羅しており、質問事項は汎用的・専門的能力の４要素に対
して広く分散し、経済産業省と河合塾（２０１０b）が例示す
る社会人基礎力と学士力の関係性を支持するものであった。
ストレスコントール力は、汎用的能力要素（態度・志向性）
にのみ設定されており、専門職業を含める職業全般に対す
るものであること、また柔軟性１の質問内容が専門的能力
に含まれていないのは、栄養士養成コアカリキュラムに基
づく能力要素であるためと分かった。さらにこの関係性に
基づいて、学年別分析を行った。その結果、図６に示すと

図５ 社会人基礎力（質問事項）のコンピテンシーへの対応
N短期大学部食物栄養学科の学修到達目標及びルーブリック評価指標を含める汎用的能力要素と専

門的能力要素のそれぞれに対して社会人基礎力（質問事項）を類別したものである。ストレスコント
ロール力１～５及び柔軟性１の質問事項は、専門的能力要素には含まれなかった。 図６ 社会人基礎力のコンピテンシーに基づく自己評価
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おり、学年間の傾向に大きな違いはなく、汎用的・専門的
能力ともに（態度・志向性）及び（行動・経験・創造的思
考力）要素の学修成果が比較的高いものとなったことから、
本活動の学修成果として評価の枠組み及び指標が社会人基
礎力に対し、およそ妥当なものと判断される。また、社会
人基礎力に基づくキャリア・職業教育の学修成果は、コン
ピテンシーの要素に対する偏りが殆どなく、能力要素を網
羅するものであると考えられた。詳細には、学年別で学修
効果（B－A）に違いがあることが分かった。その結果、
図７に示すとおり、比較的２年生は、汎用的能力要素の（技
能・表現）と（知識・理解）、専門的能力要素の（知識・
理解）、（技能・表現）そして（態度・志向性）に対して学
修効果が高く示され、１年生では、専門的能力要素の（知
識・理解）と（技能・表現）、そして汎用的能力要素の（行
動・経験・創造的思考力）に対して高く示された。また、
同様に活動から直接得ることが難しかった学修成果に対し
て学修効果を与えることが分かった。２年生では、主に既
に学んできた汎用・専門それぞれの知識と技能に対する再
認識、１年生では主に専門の知識と技能（学生にとって新
しい学び）に対する認識にそれぞれつながったと考えられ
る。いずれにおいても、能力要素に対する学修成果（B）
が一様に高く示されたことから、この実践的活動による学
修成果は、自己システム化レベル（あるいはメタ認知レベ
ル）で少なからず自己効力感（あるいは自己肯定感）をもっ
て認識されているものと考えられる。以上の結果から、（質
問事項が社会人基礎力の能力要素を網羅するとは限らない
が、）社会人基礎力を指標としたキャリア・職業教育の学
修成果は、大学教育版コンピテンシーから把握することが
可能であり、実践的活動プログラムは主に汎用的・専門的

能力それぞれの（態度・志向性）と（行動・経験・創造的
思考力）に係る学修成果を直接的に与え、相乗効果的にそ
の他の能力要素を含めて学修効果を与えるものと考えられ
た。特徴として学修効果が知識・技能面に偏る傾向は、実
践的活動によって大学教育の循環を生むなかで、社会人基
礎力の向上につながる「理論と実践の融合による成長の好
循環」を支持するものと考える（経済産業省と河合塾２０１０
b）。（世間一般に、‘学生時代にもっときちんと勉強してお
けばよかった’と言われることに対して、実践的活動は知
識教育の有意味性を修学期間中の学生に与えることができ
よう。）また、冒頭で述べた短期大学の!～"の能力要素
の重視（図１）は、学修効果から判断すれば、キャリア・
職業教育の学修成果はその枠組みがなくとも、少なからず
把握がなされているものと考えられる。

３．今後の課題について
文部科学省（２０１１）は、特に短期大学のキャリア教育
について、「地域の実情に即した特色あるテーマを用いた
課題対応型学習が実施されている例が多く、また、職業教
育一般に必要な実務能力の育成等の取組みが積極的に行わ
れている」ことを述べている。N短期大学部のキャリア・
職業教育に係る主な活動（表２）が示されるように、短期
大学の多くは、学習活動に地域社会と接点を持つフィール
ドワーク（学外活動）等を導入しており、職業実践的な教
育に特化したプログラムが短期大学教育課程内外に組み込
まれている。これに関連し、石井（２０１５）は学校で育て
る資質・能力の構造化において、活動主義に陥ることがな
いよう指摘しているように、短期大学教育での諸活動の導
入についても十分に検討していかなければならない。直接
経験による学習効果は、他の学習方法と比べて最も高い（E.
Dale１９４６）ことが知られている。吉本（２０１５）は短期大
学や専門学校における職業統合的学習（Work-Integrated
Learning）が、初期キャリア形成に必要な学習行動と学習
成果を与えることを述べている。実践的活動は、学習内容
（教育目標の範囲）を広く総合的に取り扱えるが、限られ
た時間のなかでは、個々の学習内容量は少なく（あるいは
断片的に）なるため、活動のねらいを精査する必要もあろ
う。教育目標や教員の支援的関与はもとより、学修段階や
活動内容等を十分に考慮しなければ、（地域へのサービス・
ラーニングやボランティア活動等が）単なるイベントとし図７ コンピテンシーに対する学修効果
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て無償の労働力となることや、学修成果は主体性や、「や
らされ感」や「失望感」等の態度・志向性の欠如に陥るこ
とが懸念される。
こんにち社会から求められる能力の枠組みが様々に示さ
れているなかで、複数の枠組みで学修成果が把握されるこ
とは、教育課程（あるいは修学期間）を通した本来枠組み
の学修成果・評価査定を困難にさせる。教育課程での統
一・体系的な社会人基礎力の把握は、先駆的な取組として、
例えば大手前大学のコンピテンシープログラム（C-
PLATS）（芦原２０１０）や、神奈川工科大学の共通基盤教
育カリキュラム（黄ほか２０１３）、佐賀大学学士教育課程
のインターフェイス科目５）、東洋大学の自立形成力アセス
メント６）等、社会人基礎力の実践事例に紹介される大学・
短大でも少なからず体系的な把握がなされていると推察す
る３）。しかしながら、多くの大学は、キャリア・職業教育
で育成する能力の枠組みの、教育課程の学修成果を把握す
る枠組みとの関係性や体系化等については、学修成果の把
握状況の調査結果も示すように、キャリア・職業教育を意

!

図
!

し
!

て
!

い
!

る
!

と
!

考
!

え
!

ら
!

れ
!

る
!

教
!

育
!

課
!

程
!

と言えよう。７） 今後、
種々の能力の枠組みが、教育課程を通した学修成果の枠組
みのなかで、顕在的カリキュラムあるいは意図的な潜在的
カリキュラムとして把握されていくことが重要となってく
るであろう。
今後の学修成果に係る教学改革の課題としては、カリ
キュラムベースの学修成果の改善（形成的評価と総括的評
価の査定によるカリキュラム・マネジメントと学習・指導
法の改善）、前提として主体的・能動的学習に基づく評価、
即ち真正の評価を目指すことが求められる。真正の評価は、
卒業後の学生が社会のなかで活かされる能力に対する評価
であり、実際に修学期間（あるいは最終的な教育機関とし
て）でこの評価を厳密に学修成果として示すことは、多様
化する職業現場のニーズや、潜在的カリキュラムの認識に
おいては難しい。多様な学生のキャリア・職業教育のニー
ズや、起業等を含めた様々な職業・業種のニーズに応じた
職業教育の充実は課題とされており（文部科学省２０１１）、
今後は異種の教育課程間（学科間）の連携を図っていくな
ど、実践的活動からの教育課程内外の学修成果としての重
要性を再認識し、より学修効果が高い活動プログラムの設
計と効果的な導入が求められる。本論では、実践的活動に
よる学修成果と効果について一考するなかで、社会人基礎

力（キャリア・職業教育）と教育課程を通した学修成果（大
学教育版コンピテンシー）の枠組みの関係性について試験
的な研究を行ったものである。本調査では質問事項にルー
ブリックを設けていないので、個人・学年等において成果
の程度を見出すまでには至っていない。本実践的活動にお
ける学修成果の把握（評価や査定の実証究明）については、
卒後調査等による検証までには至っていない。社会人基礎
力の学修成果においては、学生による自己評価を指標に計
測を行っているが、教員による評価との乖離の問題は指摘
されており、今後の課題と言える（経済産業省２０１０a，湯
川ほか２０１５）。
刻々と変化する社会環境（学修環境）のなかで、多様化
する個々の学生に対する教員の支援的関与、学修プログラ
ム（個々の学習プログラムを含め）や学修成果（学修到達
目標）も固定化されたものではないこと、在学時・卒業後
の学修成果に対する認識や心的な変化も実証を難しくして
いる点と言える。統計的経年的な検証はできていないが、
毎年学生が入学・卒業していくなかで、学習活動毎に改善
を図りながら学生一人ひとりの学修成果を評価・査定して
いることは、実践的活動に限ったことではないことを、あ
えて記述しておきたい。
両者の枠組みの関係性について、社会人基礎力（キャリ
ア・職業教育）の能力要素に対する実践的活動による学修
成果を、教育課程（大学教育版コンピテンシー）の意図的
な潜在的カリキュラムとして把握・認識することは可能で
あることを示した。両者の能力要素の枠組みの関係付けに
おいて中核となった社会人基礎力の能力要素（質問事項）
には、観点別には複数のコンピテンシー要素が含まれると
考えられるなか、今回は試験的に文献から渉猟し得た範囲
で両者の関係付けを行ったが、詳細な分析を求める際には、
シラバス等のテキスト・マイニングや、担当教員・学生・
就職希望先・地域ステークホルダーからの調査、社会人基
礎力の能力要素（質問事項の類別調査）とその他の能力の
枠組みとの関係性を含め、慎重に取り扱う必要があろう。
表２に示されるように、実践的活動が複数導入されるな
か、今後は、当該学科に限らず他学科においても同様の分
析を進め、教育課程（あるいは機関全体）におけるキャリ
ア・職業教育の意図的な潜在的カリキュラムあるいは顕在
的カリキュラムとしての把握を進め、教育目標（学修到達
目標）の見直し充実を図り、深い学びへとつなげていくこ
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とが求められる。また一方で、文部科学省（２０１６a）は、
国立教育政策研究所（２０１３）がまとめる「２１世紀型能力」
を理論的背景に、幼稚園から高等学校教育までの学習指導
要領の全面的な改訂を進めている。また世界的な教育改革
の潮流においては、「２１st century skills」の学校教育での教
育目標の枠組みがまとめられている（Trilling & Fadel
２０１６）。将来学生の受入れ先となる短期大学として、地域
人材育成のためのキャリア・職業教育の充実はもちろんの
こと、国際・社会的通用性（学修プログラムの社会的通用
性とその成果を証明する学位証書補足資料等）や「２１世
紀型能力」への対応が求められる。教育目標の枠組みの設
計においては、こんにちの主流として知られるタキソノ
ミー（マルザーノとケンドール２００７）と２１世紀型教育の
４つの次元（ファデルほか２０１６）を踏まえ、N短期大学
部では大学教育版コンピテンシー概念図が更新されている。
今後、これに基づいて、教員の支援的関与の在り方を含め
た活動による学習計画と評価の具体性（教育の質保証とし
ての内実性）が示されるよう改善を図っていくことが求め
られる。
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編 集 後 記

昨年、短期大学コンソーシアム九州（JCCK）の紀要『短期高等教育研究』Vol．６を発行した２週間
後の４月１４日と１６日に、編集者の勤務地である熊本は、震度７の地震に襲われ、まさしく日常が足元か
ら崩れていく事態に陥りました。それまで、多くの熊本の人々は、過去の災害の教訓から、「水害」へ
の心構えは比較的あったものの、「地震」への意識や備えはほとんどなかったと思われます。しかし、
その甚大な被害からのここ１年間は、「復興」というたった２文字で表すには、あまりにも重く苦しい
日々が続き、今なお深刻な状況も見受けられます。しかし、それでも時間がたつにつれて、少しずつ日
常を取り戻し、人々の笑顔も多くみられるようになりました。編集者の勤務大学も、急ピッチで建物の
修復が進んでいます。そのようななか、今年も、皆様のお手もとに紀要 Vol．７をお届けすることがで
きました。
本号の構成は、各々１編の「論文」と「研究ノート」と３編の「報告」、及び１編の「資料」という

内容になっております。具体的には、「『コミュニティ・カレッジ』へのアイデンティティの形成と拡散」
として、短大教員へのアンケート調査から得られたこれからの短期大学のあり方に関する考え方を通し
て、短期大学のアイデンティティについて明らかにすべく分析・考察した論考が「論文」として、また
「短期高等教育のキャリア・職業教育に関する一考」として、自学の実践的活動におけるキャリア・職
業教育の学修成果について、教育課程を通した学修成果の枠組みから把握する試みを分析・考察した論
考が「研究ノート」としてそれぞれ掲載されています。また、短期大学コンソーシアム九州の連携共同
事業（職業・キャリア教育）としての実践報告として、具体的には、合同アクティビティ「短大フェス」
の実施目的や来場者及び参加学生の事後アンケートについての分析報告と、５年間の「高校キャラバン
隊」の取り組みから見出された、短期大学教育への意義や成果を分析した実践報告の計２編が「報告」
として、また、執筆者の所属機関での実践報告として、具体的には、自学の教学改革を進めるべく活動
した、２年間の IR委員会の記録である「IR委員会レポート」とそれをもとにした「IR研修会」での実
践報告の計３編が「報告」として掲載されています。また、短期高等教育機関である専門大学や培花女
子大学の教育課程の紹介をすることにより、韓国の保育制度や保育者養成の動向をまとめた１編が「資
料」として掲載されています。
なお、本号の巻頭言は、精華女子短期大学学長の井上雅弘先生に執筆をお願いしました。先生は、「短

期大学コンソーシアム九州」メンバー短大の学長として、７短大の戦略的連携のために日々ご尽力され
ています。先生は、短期大学のおかれている現状を冷静に分析されながらも、建設的な未来設計を具体
的に描いておられます。そのなかでも、特に、短期大学が研究を行なうことにより多様な教育システム
の構築に貢献できるという指摘は、私たち研究センターが発行母体となっている紀要『短期高等教育研
究』のより一層の充実と進化への叱咤激励と受け止めています。
最後になりましたが、今年度も、私の段取りの悪さのため、本号の編集に携わって頂いた方々に多く

のご迷惑をおかけしたことを、深くお詫び申し上げたいと思います。特に、原稿を提出して頂いた執筆
者の皆様と研究センターや編集委員の先生方のご協力に感謝いたします。そして、私の無理な要求にい
つも誠実に対応して下さった鹿毛さんや久保さんをはじめとする事務局の方々と昭和堂の小玉さんに心
から御礼を申し上げます。ありがとうございました。 （編集委員長）
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